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市が平成３０年度に実施を予定している 
中小企業振興施策一覧 

 

 

１ 三沢市中小企業振興条例の周知に関すること 

三沢市中小企業振興条例は、市内中小企業の振興に関する施策を総合

的に推進するとともに、地域循環型経済を確立することで、経済の活性

化と市民生活の向上を図ることを目的に平成２７年１２月に制定され

た。 

今後、これを具現化していくためには、中小企業の振興のための基本

理念や中小企業に関わるすべての方の役割等が規定された当該条例を

積極的に周知していく必要がある。 

 

⑴ 市ホームページに掲載する中小企業者向け情報の充実 

０千円 

市ホームページに掲載している中小企業者向け情報を整理し、より

利用しやすく、わかりやすいページを目指す。 

 

 

 

 

 

２ 人材の確保に関すること 

昨今の有効求人倍率が示すとおり、雇用状況は、業種による違いはあ

るものの、総体的に人材不足の様相を呈している。 

特に当市においては、新卒者をはじめとした若年層が都市部へ流出す

る傾向が強く、このことが人材不足に拍車をかけていることが明らかで

あることから、人材の確保を図るための施策を講じる必要がある。 

 

⑴ ＵＩターン人材確保支援事業助成金    ６００千円 

市内企業が人材確保のため行う、県外での合同企業説明会等での就

職希望者の勧誘活動や、就職情報サイト等への登録に対して助成し、

人材確保を支援する。 
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⑵ 三沢地区雇用対策協議会負担金及び補助金 １３３千円 

三沢地区雇用対策協議会は、三沢公共職業安定所管内の事業所、団

体及び関係機関等で組織され、雇用の促進を図ることを目的に、人材

育成に関する各種セミナーを開催しており、当該協議会の運営に対し

て補助金を交付し、より実効性のあるセミナーの開催等、雇用及び人

材育成に関する事業の展開を促す。 

 

⑶ 建物リフォーム等事業費補助金    ３１,６２４千円 

当該補助事業を実施することにより、市内の建築関連会社の受注を

促進させ、市内の企業の倒産防止と雇用の確保を図るとともに、地域

経済の活性化を図る。 

 

⑷ 優良従業員・事業主表彰          ２６９千円 

市内事業者の勤労意欲の高揚を図る。 

 

⑸ 特産品開発促進補助金         ４,０００千円 

加工品の開発等を促進し、農林畜水産業及びその関連産業の活性化

を図る。 

 

⑹ 特産品開発促進セミナー        １,４４２千円 

特産品開発促進セミナーの開催により、農林畜水産業及びその関連

産業の活性化を図る。 

 

⑺ 起業化支援事業費補助金        ３,０００千円 

三沢市内で起業する方を支援することにより、所得の向上や雇用の

創出を図る。 

 

⑻ 三沢市創業相談ルーム            ０千円 

青森県と連携して、創業・起業支援の専門家を配置し、創業希望者

の相談に幅広く対応する。 

 

⑼ 三沢市創業セミナーの開催          ０千円 

青森県と連携して、経営や財務、販路開拓、人材育成に関するセミ

ナーを開催し、起業家を養成する研修を実施する。 
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⑽ 若年者地元定着促進事業           ０千円 

市内の企業が小中学校を訪問し、自社の特徴や仕事内容、魅力等を

紹介することにより、将来のＵターン者の増加を図る。 

 

３ 人材の育成に関すること 

近年の中小企業を取り巻く環境は、機械化やＩＴ化による生産性の向

上、インターネット販売の普及や郊外大型店の進出などにより競争が激

化している現状にある。 

このような状況に対応し、企業が成長・発展していくためには、人材

及び後継者を育成し、安定した事業を継続できるよう支援する必要があ

る。 

 

⑴ 資格取得支援事業助成金         ４００千円 

市内企業が従業員の資格又は免許の取得に要した経費の一部を助成

し、人材育成を支援する。 

 

⑵ 三沢地区雇用対策協議会負担金及び補助金 １３３千円 

 

⑶ 三沢職業能力開発協会職業訓練事業運営費補助金 

２,７００千円 

若年労働者の地元定着と技術者の養成を推進する。 

 

 

４ 経営方策に関すること 

中小企業者が、地域の経済と雇用を支えている現状にあって、一事業

者が持っている力には限界がある。 

こうした中にあって、個々の事業者が事業の継続や拡大を図っていく

ためには、それに応じた助成制度の構築や、事業者の求める情報を取

得・発信できる環境を整備する必要がある。 

 

⑴ 先端設備等導入計画の認定に係る固定資産税の特例 

                       － 千円 

先端設備導入計画の認定を受けた中小企業者等が、一定の要件を満

たした場合、固定資産税の課税標準を３年間ゼロとし、設備投資を通

じて労働生産性の向上を図る。 
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⑵ 簡易小口保証特別融資等保証料補給金 １０,０００千円 

中小企業者の資金調達を円滑にし、経営の安定化に寄与する。 

 

⑶ 三沢市産業情報メール            ０千円 

国・県・市の各種補助金制度やセミナー等、事業者の役に立つ最新

の情報を提供する。また、登録者を増やす取り組みを実施する。 

 

 

 

 

５ まちづくりに関すること 

中小企業振興のためには、中心市街地をはじめ市内全域の賑わいの創

出は必要不可欠なもののひとつと考えられる。 

現在、中心市街地では、市をはじめ、商工会や商店会などが、地域の

特色を活かした取組みを行い、賑わいの創出に努めているものの、様々

な課題が山積していることから、これらの課題を解消し、より効果をあ

げられるような魅力あるまちづくりに積極的に取組む必要がある。 

 

⑴ 市街地リノベーション事業費補助金  １０,８６５千円 

市や商工会、商店会が、青森公立大学や地元高校生、さらには地域

団体などとも連携し、新たな視点を取り入れながら中心商店街の賑わ

いづくりに取り組み、本エリアの魅力と満足度の向上を図る。 

 

⑵ 商工会商工振興事業費補助金     ２９,６７５千円 

三沢市商工会が取組む商工振興対策や商業街区活性化推進、誘客対

策等の各種事業に対し補助することにより、商工業者の経営基盤強化

を図る。 

 

⑶ 協働のまちづくり市民提案事業費補助金 

６,０００千円 

市民が、地域の課題解決又は地域の活性化を目的として、市に提案

した事業に対し、補助することにより、地域づくりへの市民参画を推

進し、市民と行政との協働のまちづくりの推進を図る。 
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６ 人口減少対策に関すること 

当市においては、緩やかではあるが、人口減少の傾向が見られ、将来

は４万人を下回ることが予想されている。 

このような人口減少問題は、地域経済を支える中小企業者に事業規模

や雇用機会、事業継続などの面において、多大な影響を与えるものであ

ることから、人口流出防止の対策を強化するとともに、市外からの移

住・定住を促進していく必要がある。 

 

⑴ ＵＩターン人材確保支援事業助成金    ６００千円 

 

⑵ 若年者地元定着促進事業           ０千円 

 

⑶ 定住促進事業費助成金       １００,０００千円 

市内に住宅を新築する方や中古住宅を購入する方に対し、その経費

を助成することにより、人口流出対策及び定住化の促進を図る。 

 

⑷ 子ども医療費給付事業       １５９,２２３千円 

子どもの医療費を市が負担することにより、保護者の経済的負担を

緩和し、子育て世代の移住・定住化を図る。 

 

⑸ 企業誘致費            ４７３,１５４千円 

企業誘致活動を展開することにより、産業の振興と集積を推進し、

地域経済の活性化と雇用の拡大を図る。 

 


